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003 海外進出支援をするに際して
まず検討すべき海外事情は何か

 1  基本的な事項

⑴　政治・社会の安定度

　工場設立などで進出する場合、10年単位の長い期間安定した操業を行わな

ければならず、進出国の政治と社会の安定度は非常に重要である。特に、進

出を果たした直後の数年間が安定していれば、現地法人経営や操業の立上り

がスムーズで、早期に現地法人経営も安定期に達するので、その後の環境に

変化があっても（たとえば、賃金の上昇や人手不足、あるいは税制上の恩典の撤

廃、現地取引先の他国移転など）対策が立てやすい。政治については、現在の

与党政権が安定しているか、政権与党の転換が起こっても社会混乱が起こら

ないか、外資政策など現地ビジネスに直接の影響を及ぼす経済政策が今後も

維持されるか、外交政策についても今後も日本や近隣諸国と経済関係が維持

されていくか、などをチェックする。社会の安定については、国内の政治的

テロや暴動、民族間の紛争や宗教対立などのリスク要因の有無とそれらが社

会全体を不安定にしていく可能性がないか、をよく検討する。

ASEANへの製造業進出を前提に考えると、まず、政治・社

会の安定度、雇用状況、顧客動向、などの基本的な事項、ま

た、外資規制、工場用地、労務問題、調達先確保などのより

具体的な事項、加えて、税金や会計などの制度的な事項、最後に、派遣

駐在員の生活環境とその安全確保などについて情報を入手し検討する
（各国の概要については、第 3編各章を参照）。
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⑵　従業員の雇用状況（労働市場の需給状況）

　現在の雇用の確保が十分かどうかも重要であるが、特に将来はどうかをよ

く検討する。人口ピラミッドの形状などから長期的な趨勢をみるとともに地

方から都市への人口流入の状況など現実の構造的な問題点も調べる。また、

労働力の絶対水準だけでなく、他の企業との競争における相対的な需給状態

はどうかも重要である。日系企業（あるいは外資企業）が今後も進出ラッシュ

によって同じ地域の従業員を奪い合うようなことがないかどうかもよく

チェックする。

⑶　顧客の動向、日系企業の動向

　有力潜在顧客がどの程度存在しているのか、またそれらの会社は現在はど

こから製品を買っているのか、などを入念に調査する。また、顧客が他国に

移転してしまうような事態が近い将来起こらないかもチェックする。タイに

先行して進出した日系企業顧客を見込んでタイに進出したのに、その顧客は

人件費アップやインフラのボトルネック解消のためにベトナムに軸足を移し

つつあるというようなことにならないようにする。

 2  具体的な事項

⑴　外資規制

　外資規制上、出資比率などに規制がないか、必要なライセンスは何か、を

チェックする。規制の内容はJETRO（日本貿易振興機構）の資料や各国別セ

ミナーで確認できるが、実際の手続を支援する外部の専門家を早めに選任

し、その難易度や必要日数などを具体的に確認することが重要である。特

に、特別な製品で規制品目の対象になっていないか、小売業など業種自体が

規制対象とされていないか、などを特に注意する。
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⑵　工場用地

　工場用地の実際の供給状態をチェックする。入居可能な工業団地が払底し

ていたり、そもそも工業団地自体がこれから供給されるような状態であった

りする場合もあり、具体的な工場建設の着工が相当期間遅れるということも

ある。また、工業団地の供給元（開発主体）が州や省などの政府なのか、日

系やシンガポール系など外資資本なのか、地元の不動産開発会社など地場民

間資本なのか、また用地がリース物件なのか所有なのか、値段などその他の

賃貸条件を含めて一覧表を作成し確認する。また、供給物件の選択肢として

レンタル工場などがあるかどうかも重要なチェック項目である。

⑶　労務問題

　組合運動がどの程度活発か、労働争議の状況はどうか、といった点につい

てもセミナーなどで可能な限り情報を把握したうえで、現地出張の際によく

ヒアリングする。特に、最近実際に起きた労働争議に対してその会社だけで

なく、工業団地の管理局や政府（省や州）がどのような対応を行ったのかも

確認したほうがよい。

⑷　原材料・部品の調達先

　原材料・部品の調達先が進出先の国に存在するかどうか、あるいは他国か

らの輸入にならざるをえないのかをチェックする。これは、現地で同種製品

の部品などを調べることになるが、現地出張を行うなどして自ら調べるしか

方法がなく、手間のかかる調査であるが非常に重要である。
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 3  制度的な事項

⑴　税　　金

ａ　税法上の恩典

　税法上の恩典の内容とその取得可能性についてチェックする。申請する場

合は必要なデータと所要日数を調べる。ただし、税法上の恩典は永続的に継

続されることはないと考えるべきであり、税法上のメリットを過大に期待す

ることは避けるべきである。

ｂ　税率と申告方法

　現地法人に関係する税金として、法人税、間接税、そして派遣駐在員の個

人所得税がある。特に、間接税については対象製品の範囲や控除・還付の手

続などの情報取得は手間がかかるが重要である。また、輸入関税については

該当する輸入品目の分類コード（HSコード）を前提に正確な実効関税率を入

手しておく必要がある。派遣駐在員の個人所得税の申告方法などは現地に出

張をした際によくヒアリングを行う。

⑵　会計制度

　米ドル建ての会計処理が可能かどうか、会計年度は本社にあわせて自由に

決定できるかどうか、を確認する。アジアの場合、会社の規模にかかわらず

法定監査が必要となるのが一般的であり、監査法人のリストなども入手して

おくのが望ましい。

 4  派遣駐在員の生活環境と安全

　派遣駐在員の生活環境については、次のような項目をチェックする。

・治安状況……対日感情はどうか、本人の通勤経路や帯同家族の活動圏の安

全状況はどうか、先行進出日本企業の具体的な対策は何か、など

・住環境……一戸建て、コンドミニアム、サービスアパートメントなど社宅
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の形態はどうか、場所やグレードなどの選択肢があるか、水や電気は問題

がないか、日常品や食料品の買い物はどうするか、など

・医療環境……病院は近くにあるか、日本語や英語は通じるか、医療技術や

設備はどうか、など

・教育環境……日本人学校や幼稚園、インターナショナルスクールやアメリ

カンスクールがあるか、赴任後すみやかに入学できるかどうか、通学バス

は利用可能か、など

・その他……リフレッシュ施設（レストラン、DVDショップ、ゴルフ場など）

があるか、日本との直行便があるか、など
〔三菱UFJリサーチ＆コンサルティング　細川　博〕
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